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サービス業としての介護について、どのように組織として「収益化」に結びつけるべきか考えるための経
営管理のフレームワークとして、サービス・プロフィット・チェーンが存在することについて、ジェームズL．ヘ

スケットらによって報告が利用できると考える。彼らはこの報告において、サービス・プロフィット・チェーン
の連関を以下のように説明しています。

①収益性と成長性の原動力は顧客ロイヤリティである。

②顧客ロイヤリティの原動力は顧客満足である。

③顧客満足の原動力はサービスの価値である

④サービスの価値は従業員の生産性を高めることで創造される。

⑤従業員の生産性の原動力は従業員ロイヤルティである。

⑥従業員ロイヤルティの原動力は従業員満足である。

⑦従業員満足の原動力は社内サービスの質である。

ここでの「社内サービスの質」とは、従業員が仕事、同僚、そして会社をどのように思っているかの集積さ
れたものです。

報告によると、データから、サービス担当者自身が「顧客ニーズに十分応えることができる」と自覚してい
ることが従業員満足の源泉となることが発見されています。

介護経営と人材マネジメントのために
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従業員自身が「顧客のニーズに十分応えることができる」という自信をもつことが、最重要な課題であり、
弊社にとっては、その自信の集積が弊社の収益性向上に直結すると考えています。

従業員の思いは、顧客満足のためにサービス担当者に求められる能力や権限を最大化し、サービス担
当者が「高潔な精神」にもとづいて、自らの仕事に誇りをもって業務あたることの重要性、また「裏方仕事の
大切さ」が繰り返し強調されることから養われます。

従業員満足の向上計画には、（１）新たな採用方法、（２）より進んだ技能トレーニング、（３）職務上の意
思決定権限の拡大、（４）煩雑な事務作業の自動化、（５）全階層の従業員に対する実績ベースの報酬、
（６）そして従業員の昇進機会の拡大が盛り込まれています。

当社は、介護をサービス業として積極的に位置づけ、労働環境を改善し、従業員満足を向上させ、サー
ビス・プロフィット・チェーンの連関を機能させることにより、収益性が低下しつつある訪問介護の収益性を
高めることについての挑戦に取り組んでいます。

サービス・プロフィットチェーンの連関
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バランススコアカードによる展開

サービスプロフィットチェーンの展開には、弊社ではバランススコアカードを利用しています。

バランススコアカードのフレームワークを用いて目標管理制度、予算管理制度、業績管理制度、方針管理
制度と４つの制度の一体的な統合運用をおこなっています。これらはIT活用によって初めて統合が可能と
なりました。

予算管理制度は、現利用者の次月の利用を前提に12ヶ月間の売上と利益の正確な予測値を基に作成
された予算により差異の分析をおこないます。また、毎月5日ごとに5回、当月と翌月の売上額、利益額と
前提となるKPIを現利用者の予定サービスをもって計算することで正確な値を把握し、予算と実績の差異
を分析し、翌月以降の行動を決定して行動を開始しています。

目標管理制度（Management by Objectives）は、ウェブを通じて「人材マネジメントシステム」を利用し、従
業員1人1人にそのサービスが供給されています。目標管理と予算管理と業績管理、および品質マネジメン

トの方針管理、それぞれのシステムは統合した目標設定に基づきプロセス管理をおこない、成果業績を従
業員1人1人にフィードバックをしています。

業績管理のシステムは、プロセスKPIのシステムと予算実績差異分析のシステムを統合して供給されて
います。

品質マネジメントQMにおける方針管理は、予算管理、目標管理、業績管理と統合されています。

また、顧客獲得には、SFAシステムが活用され、個別の消費者の購買心理フェーズの遷移に沿って働き
かけが取り組まれています。上記の個別の利用者のPDCAサイクルの協働による成果の共有による、地
域の信頼の獲得を目指しています。

これらのフィードバックによって、目標管理の評価がなされています
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顧客ロイヤリティのためのコミットメントとIT活用

顧客ロイヤリティの向上のためには、「Aging In Place」「住み慣れた家で生きる」、在宅生活継続の実現
が重要です。

弊社は顧客の在宅生活継続のコミットメントを行い、コミットメントの実現のために、（１）ケアマネジメント
のマネジメントレビュー（２）再アセスメント（３）改善の提案と承認（４）改善の実現という一連の介護過程に
基づくPDCAのサイクルを早いスピードで回転させていきます。これは、2000年に承認されたISO9000認証
のプロセスとして長きにわたり取り組んできたものです。

弊社の取組の経験は、利用者ニーズの実現は、このPDCAサイクルの単位時間あたりの回転数に依存す

ることを発見してきています。また、この成果のためには、初回アセスメントの完全性より、むしろ再アセス
メントの回数が依存することを弊社は学習しています。

弊社の社員は、顧客へのコミットメントを確実に実現するために、PDCAサイクルのプロセスは、そのス
テータス遷移のマネジメントをウェブシステムである基幹システムでおこなっています。

弊社では、サービスの経過記録を全て情報システムで管理しています。これらのプロセスは、インター
ネットを通じて、本人ご家族の閲覧とご意見の受信に用いられています。また、他職種への情報提供と迅
速な対応を成し遂げています。

その他、「申し送り」情報や、「要対応情報」を関連者数十人に適切に瞬時に情報伝達するほか、迅速な
対応に貢献してます。

基幹システムでは、アセスメントプロセス、訪問介護計画、手順書それぞれについて、（１）マネジメントレ
ビュー、（２）再アセスメント、（３）改善の提案と承認、（４）改善の実行の各ステータス遷移を期日管理をお
こないすすめています。そのステータス遷移は、ウェブシステムである特性を利用し、遠隔監視をおこない、
KPI数値管理により、その作業が管理されています。
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業務システムの自動化による時短常勤のサ責の活躍

さらに介護職員が顧客満足の獲得のための行動に出来る限りの労力を割くことができるように、業務シ
ステムの自動化には多くの資源が投入されています。

・訪問介護員の雇用管理
・サービス提供予定と実績の管理
・訪問介護員の賃金の自動計算
・個別のサービス提供予定への個別の訪問介護員の就労予定の設定
・リアルタイムの顧客情報の把握の支援
・利用者の「要対応」情報、「申し送り」情報の全ての関連者への迅速な伝達
・顧客のサービス提供予定への訪問介護員へのリコメンド（緯度経度情報を活用）
・訪問介護員の就労可能時間への顧客サービス提供予定の連続設定（緯度経度情報を活用）
・自動のシフトの設定とシフトごとの役割設定
・サービス提供予定と同時におこなわれる、移動距離と移動費計算
・常勤社員のシフトの自動作成
・常勤社員のシフトと勤怠管理
・全社員へのグループウェアの提供

これらの機能によって、介護職員の作業時間を大幅に短縮し、残業時間を極限まで減らし、子育てや介
護による時短の常勤社員がサービス提供責任者業務をおこない、顧客に向けた満足の獲得を実現してい
ます。

弊社では、これらの業務プロセスを実現するために次ページ以降の人材マネジメントシステムを充実させ
ています。
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人材マネジメントシステムの運用とIT活用

人材マネジメントの「デリバラブル」に着目し、人の視点、企業の視点の統合をおこない、その成果として、
従業員1人1人の人材価値向上を進め、その結果として、収益性の向上を獲得します。

このように、人と企業の視点を統合することにより、人のエンプロイアビリティ（人材価値）向上を進め、これ
によるモチベーションを維持向上し、企業の収益性を向上させています。

（１）目標管理制度、（２）職務役割制度、（３）OFFJT・OJT制度、（４）人事ローテーション。これらの人材マ

ネジメント制度は、長期の視点、短期の視点それぞれにて、エンプロイアビリティ（人材価値）と企業収益性
の向上が同時に満たされるように設定がなされています。

「デリバラブル」の企業の視点の短期においては、戦略目標と1人1人の貢献を適合する仕組みとして、全
社員の定期個別面談と目標管理制度の運用による、業績管理の仕組みを導入しています。

目標管理に基づくセルフマネジメントの向上を進めるためには、決定された戦略に基づいて、人材一人一
人の期待貢献が明確に設定され、上司は目標達成プロセスの達成を確実にするための支援と準備をおこ
ないます。

企業の視点の長期においては、キャリアと経験を通じた選抜育成を行っています。具体的には、個別の
キャリアビジョンやローテーションに関する課題を踏まえ、人材価値向上を目的とした人事ローテーション
の継続、目標管理制度や職務役割評価制度の高得点者への早期の選抜制度をおこなっています。コンピ
テンシーの早期移転を目的とした事業別階層別研修をおこなっています。

人の視点の短期においては、フィードバックと従業員支援として、全社員の評価取得得点の開示、平均
以上の得点者の序列の開示、得点と賞与算定との連関の開示をおこなっています。目標管理制度や職務
役割評価制度の得点は全社員に個人にフィードバックがなされ学習支援が強化されます。従業員への
フィードバックについては、目標管理制度の運用技術の向上を図っております。
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出産による休業後のサ責復帰率は97%まで上昇

人の視点の長期の「デリバラブル」は、キャリア開発支援です。長期キャリアビジョンと、ローテーションの
課題を踏まえた、エンプロイアビリティの向上支援を行います。また、メンター制度の運用によって側面支
援をおこなう取り組みをおこなっています。

それぞれの活動は、人材マネジメントの情報システムで管理がなされています。ウェブシステムで行うこ
とにより、関わる社員が同時進行的に操作することを可能にして、協働作業によって、全ての社員に適切
に働きかけをおこなうことを保証します。

情報システムにより、人材マネジメントが適切に提供され、人材マネジメントの活動の成果として企業と人
に「デリバラブル」を提供しています。弊社では、エンプロイアビリティ向上のコミットメントと保証が生まれ、
これにより、人材が会社を信頼する効果を生むと考えられています。

人材と会社の信頼関係の確保のためには、労働法制の遵守は確保が必要であるほか、子育て・介護を
行う過程の支援も必要です。具体的には、認定・認可・認証保育等自己負担費用の半額を負担しているほ
か、末の子が6歳の4月を迎えるまでの時短勤務制度などを保障しています。

会社の役割として「職場の人間関係づくり」の充実を図ることが相対的に重要性を増してきています。そ
のためには、サービス提供責任者と訪問介護員、サービス提供責任者同士がともに「一人ひとりが主役に
なる、一人ひとりが輝いて生きていくことを支援し合う協力関係」を構築しなければなりません。今後、社員
間相互信頼のための施策拡大と風土づくりに積極的に取り組み、常勤社員の定着の促進を進めて、全事
業を通じて習熟度を向上させ訪問介護員や利用者への働きかけによるサービスの満足度を向上させたい
と考えています。
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職場の人間関係が良好であることのコミットメント

わたしたちは、訪問介護の最大の経営課題は、「いかに、個別の介護員がご利用者一人一人の生活をさ
さえ、はげまし、はたらきかけ、個別の利用者の生活をより充実したものに近づけていくことを着実に進め
ていくか。」と定義しています。こうした背景のなか、「社員1人1人の利用者へ向けた着実な行動を支えるモ

チベーションを高める経営」をどのように実行に移していくかということは組織全体から課せられた経営者
に対するもっとも重大な責任の一つです。

ご利用者の「人間としての前向きなお気持ち」をささえるためにはまさに、直接はたらきかけとサービスを
おこなう介護員が「前向きな気持ち」であることがわたくしどものサービスのカギと考えています。

私たちはサービス・プロフィット・チェーンというフレームワークに沿って訪問介護員やサービス提供責任
者のモチベーション向上に向けた努力を行ってます。心折れずに継続したいと思います。

そして全社員が協働してすべて顧客の価値の創造を実現することをめざします。

株式会社やさしい手
代表取締役社長 香取 幹
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各システムにおける機能と効果について

利用システム 機能と効果

1 •目標管理システム
上司との面談を通し、会社からの期待を踏まえ個人目標を設定し、毎月達成状況について振り返り
を行うことで従業員の学習を支援する機能。職務ごとの役割についての習得状況について達成度
管理が出来る機能

2 •業績管理システム
1ヶ月ごとの自店舗の業績について、弊社で設定したKPIが数値化され全社の中での自店舗のポ
ジショニングを職員へフィードバックする機能。課題を明確化し翌月の行動計画を立案する

3 •職員シフト作成の効率化（型枠シフト）
職員のシフトについて事業所ごとに設定した型にしたがって日勤、夜勤などのシフトをシステムが
平等に振り分け、1ヶ月の所定労働時間になるようにシフトを作成支援する機能

4 •職員シフトに基づくルートの効率化
各シフトにおける標準的な役割を設定し、1日の業務の流れ、実施事項について従業員事前に把
握でき、平準化されたサービス提供を支援する機能

5 •サービス予定実績管理の効率化（CTI）
ご自宅にお住いの利用者サービスの提供が予定通りなされているか、訪問介護員が予定通り
サービス提供実施が出来ているか確認する機能。予定通りなされていない可能性がある場合ア
ラートによるお知らせをサービス提供責任者に対し実施する

6 •サービス予定実績管理の効率化（ハンディ）
サービス付き高齢者住宅における膨大な量のサービス予定をバーコードリーダーを活用して実績
に変換する機能　サービスの内容、時間短縮や延長した場合についてもリアルタイムに実績化を
支援する

7 •訪問介護員調整の効率化
訪問介護員の曜日ごとの希望勤務地と稼働可能時間に基づいて、利用者宅から近くにいる訪問
介護員を優先的抽出し、利用者サービスへのマッチングを支援する機能

8 •計画書作成、作成状況進捗確認業務の効率化
訪問介護計画書の作成漏れがないか、改定漏れがないか一覧で確認する機能。定期的なモニタ
リングが実施出来ているかについても一覧で確認が出来る

9 •介護記録の全社員共有に向けた取り組み
利用者サービスごとの介護記録を蓄積し、内容区分ごとに検索、閲覧可能にする機能。利用者へ
の対応が必要な要対応事項を共有し、申し送りに利用する

10 •もばイルカ、ゆめいえによる訪問介護員、他職種連携
訪問介護員が携帯電話を用いて訪問介護員のスケジュールを確認出来、介護記録を入力すること
が出来る機能。介護記録や介護目標を多職種と共有する機能

11 •賃金計算、移動賃金計算業務の効率化
訪問介護員の利用者宅から利用者宅までの移動に要する時間の把握と、移動に要した時間に対
する賃金の計算をする機能

12 •未収金回収業務の効率化
介護サービスにおける国保連、市区町村、利用者と請求先ごとの売掛金の管理及び、入金管理を
する機能。各月ごとに管理をすることで未収金の把握を容易にする
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• 賃金計算、移動賃金計算業務の効率化

• 未収金回収業務の効率化
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目標管理システム（目標設定の実施）

上司との面談を通し、会社からの期待を踏まえ個人目標を設定する。四半期ごとにBSCの視点に基づき個人ごと
に目標の設定及び具体的行動計画、達成水準について設定を行う。また各階層ごとに財務、PR、顧客、業務プロ

セス、人材の視点においてのウェイト設定を行い何に力を入れて取り組みを行うか明確にする。目標管理制度に
ついては評価が賞与に連動する。 12
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目標管理システム（個人評価及び上司評価）

自身で設定した目標が達成出来ているかどうか毎月目標の達成状況についての振り返りを実施する。四半期ごと
に自身の目標に対する自己評価を実施する。また上司についても四半期ごとに１次、２次評価を実施し、本人の目
標の達成状況についての振り返り及び、次月以降の目標設定を実施する。本人の目標達成に向けた課題の明確
化及び上司の目標設定能力の向上につながっている。



14

目標管理システム（職務役割評価）

職務役割基準書に基づき、業務習得MNにも定義している各階層ごとの役割についてどの程度習得しているか四

半期ごとに確認する。年間の職務役割の習得状況、達成水準について自己評価を実施し、上司との面談、１次、２
次評価を実施のうえ評価を確定する。この評価は翌年の給与に連動する。従業員が会社で担う役割を明確にし役
割が担えたか振り返りが出来、翌年の自身及び上司における育成計画に反映することが出来る。



目標管理システム（職務役割評価）

これまで身につけた能力、不足するスキルについての振り返りを実施し、今後の自身の身につけたいスキルや就
きたい仕事について、キャリアビジョンを明確にする。異動したい部署があるかどうか理由などを明記のうえ提出を
行う。一人一人の面談情報については人材データベースにて管理され一人一人がどのようにステップアップしてい
きたいか人事部、経営層が確認のうえ、異動希望を勘案のうえ人事ローテーション会議にて異動先を決定する。ま
た決定した異動先については面談にて提案をすることで従業員主体の人材価値向上に向けた人事ローテーション
のサービスを実施する

サイボウズデジエ

15
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● 新規件数、サービス提供時間、サービス提供回数等の要介護度別集計値について、
予測値、実績値を確認できます。
（予測値は毎日更新、実績値は月に２度更新されます。）

● 売上の実績値が確認できます。
※ 予定値については、現バージョンでは対応していません。

● 予算を入力すれば、予算との乖離、前年同月の実績比較が確認できます。
分析に大切な数値が、グラフによって視覚的に確認できます。 【Ｂシート機能】

業績管理システム



職員シフト作成の効率化（型枠シフト）

基本の職員のシフトパターン（ルート本数とルートごとの役割）を決定し、それぞれのシフトにおける
勤務時間、休憩時間、必要資格を条件設定する。さらに職員ごとの希望休暇を反映させることで自
動でシステムによりシフト作成が可能となります。

これにより職員のシフト作成時間の軽減及び、偏りの少ない勤務シフトの作成を可能とします。誰か
一人に土日勤務が偏ったり、夜勤が偏ることについて防止致します。 17



職員シフトに基づくルートの効率化（型枠ルート）

職員のシフト作成に基づき、各ルートごとに稼働可能な勤務時間が特定できます。この特定された
勤務時間についてシステムへ稼働不可能時間の入力をし、稼働可能時間でどのような業務を実施
するか週間での役割の設定をします。週間の役割を毎月のスケジュールに反映させることで月次の
業務役割を明確にすることが可能となります。翌月のシフト決定し次第、シフト情報を取り込み正し
い勤務者へ置き換えをします。これにより日々のルートごとの勤務者の役割が明確になり、勤務予
定実績管理が可能となります。

休みの日および設定されている勤務時
間外には、稼働不可が設定されるように

する。

訪問介護メニューの「訪問介護一括置換」の
「シフト勤怠取込」ボタン押下で、下記の画面

が表示される。

18



訪問介護1ヶ月の業務の流れ

①居宅サービス提供票受付・確認
※介護保険サービスのみ

②提供スケジュールの作成

③訪問介護員就労予定の確認

④コーディネート

２．未確定スケジュール確認

１．変更情報受付・対応

３．日次仮実績確定

⑤訪問介護記録書回収・内容確認

⑥月次実績確定

月初

日次

月末

「利用者カード」画面
「利用者定期スケジュ

ール展開」画面
「就労カレンダー」画面

「訪問介護員未確定
アラーム」プレビュー画面

「実績確定」画面
「ＣＴＩアラーム一覧」

画面

「実績確定」画面「予実明細情報」画面

玉川１号

玉川１号

玉川１号

玉川１号

玉川１号

玉川１号

玉川１号

玉川１号

玉川１号

「介護記録書チェック
リスト」プレビュー画面

サービススケジュールを作成します

予定を基に､日々実績を仮確定したり､予定修正します

日々仮確定していた実績を最終確認し､確定します

ケアマネージャからのサービ
ス提供票を確認してサービス
スケジュールを作成します。

利用者カード機能を使用する
ことで、定期的なスケジュー
ルを入れる時間を短縮します。

サービスに入ったら、スケ
ジュールを実績扱いに更新し
ます。大部分はCTIで自動的

に実績化することができます。
前日までに未確定情報を確
認し､「穴あけ」「ダブルブッキ
ング」を防ぎます。

日々､自動実績化されたデー
タはシステムに蓄積されます。
ご利用者に書いて頂いた「訪
問介護記録書」と照合､デー
タチェックを行い､サービス実
績を最終確定します。

請
求

支
払 19



一般在宅予定実績管理業務の簡素化、効率化

訪問介護員がサービス開始時にご利用者自宅の電話をお借りしてフリーダイヤルにコールするとシ
ステム内の対象利用者の対象サービス予定を実績に振り替えを実施します。サービス付き高齢者
住宅棟内、棟外での利用するしないが選択可能です。

訪問介護員がサービスにいっているかどうか瞬時に把握しサービスの穴あけを防止することが可能
となります。また月末、月初にかかる実績確認の作業の平準化、簡素化を実現します。 20



サービス付き高齢者住宅予定実績管理業務の効率化

H2から出力

ヘルパー
ルート表

随時用

5分 10分

延長発生

15分

クレードル
から出力

H2に取込

排泄
介助

食事
送迎

身体
介助

サービス付き高齢者住宅におけるサービス予定を基幹システムからデータを出力し、ハンディターミ
ナルへ取り込みます。訪問介護員はサービス実施時に利用者宅に設置しているバーコードを読み
込み実績化していきます。始業時間にデータを基幹システムへ取り込むと対象利用者の対象サー
ビスと突合し実績化されます。

これによりサービス付き高齢者住宅における膨大なサービス量の予定実績管理が効率化される。21



訪問介護員調整効率化（自動シュミレーション）

訪問介護員が決定していない利用者の週間サービス計画に対し、前サービスからの距離要件が一
番近く、稼働可能な訪問介護員をリコメンドします。

これにより入社したばかりのサービス提供責任者においてもどの訪問介護員を割当てれば良いか
について瞬時に判断が出来、業務が効率化します。 22



訪問介護員調整効率化自動シュミレーション②

訪問介護員が入社した際やもっと稼働したいという要望があった際に訪問介護員のルートの中で移
動時間も勘案して利用者サービスの推薦を実施します。

多くの時間働きたい訪問介護員や、利用者がご逝去などでサービスが急に減ってしまった訪問介護
員に対し優先的に依頼が出来ることでお仕事が少なく退職するなどの課題を解決します。

23



Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

図① 図② 図③ 図④

Ⅰ

Ⅱ Ⅲ

Ⅳ
Ⅴ

訪問介護計画書作成の効率化

審査・承認
計画書がどのような段階に
あるのか一目でわかります。

「保存」「審査」「承認」をすると計画
書に氏名と日時が記載されます。

訪問介護計画書
訪問介護計画書を作成する機能で
す。システム内の利用者基本情報
や、利用者カードから情報を転用す
ることで、入力作業を軽減していま
す。

24



例えば、このページで入力するの
はこの部分のみです。残りは利用
者基本情報や利用者カードからの
データを流用します。

訪問介護計画書作成の効率化②

訪問介護計画書については利用者基本情報において要介護認定情報は家族情報、ADL情報や疾
患情報など入力しておくことで、計画書画面に多くの情報が自動反映するようにしております。

これにより同じ情報を別帳票へ転記する手間を省き、計画書作成の効率化を図ります。サービス提
供責任者が本来実施すべき業務を効率化することでサービス提供責任者の負荷軽減につなげてお
ります。 25



プロセスレコードの記入をす
ると、「内容区分」別に、発生
日がステータス管理表に反
映されます。

ステータス管理表には最新
の入力日が出るようになって
います。

計画書作成ステータス管理機能

26



定期訪問予定日を
過ぎている（赤アラーム）

定期訪問予定日が
10日以内（黄アラーム）

定期的な営業訪問な
ど、

こまめな対応が可能
になります。

計画書作成ステータス管理機能②

訪問介護計画書作成が完了しているか、定期訪問については定期的に実施出来ているかについて
システム内で把握をし、注意喚起を促します。

これによりサービス提供責任者リーダーが事業所内で確実に計画書作成や定期訪問が実施出来
ているか確認が出来、サービス提供責任者本来が実施すべき業務に注力することが可能になりま
す。 27



介護記録の全社員共有に向けた取り組み

具体的な状況を記入して行きます。

定期訪問の報告や、訪問介護員の課
題や状況、サービス内容の確認、ケ
アマネさんへの提案、担当者会議な
どで検討された内容、見込みのお客
様やヘルパーについての情報など
様々な情報を集積してゆきます。印刷
機能を使用して、営業資料として活用
することもできます。

28



介護記録の全社員共有に向けた取り組み（もばイルカ）

HPが携帯からスケジュールの詳細情報を確認出来ます
ログイン後のトップページ

クリック！

■プロセスレコード（サービス記録）

スケジュール詳細画面では「プロセスレコード（サービス記
録）」を入力することができます。ひとつひとつのサービス毎に
プロセスレコードを記入することができますので、ご利用者の
日々の介護記録がデータとして保存されます。

記入が完了しましたら「プロレコを書く」をクリックすると登録完
了となります。

プロセスレコードに関する詳しい内容は次のページをご覧くだ
さい。

モバイル端末から訪問介護員が介護記録を入力することが可能となります。

この介護記録は基幹システムへ取り込まれ、ご利用者に対しどのようなサービスがなされたか随時
把握可能となります。また要対応の内容区分で入力された介護記録については、再度訪問介護員
モバイルに表示されることで、訪問介護員を含めた全社員へ確実に申し送りを実施する取り組みを
行っております。 29



介護記録の全社員共有に向けた取り組み介護記録の全社員共有に向けた取り組み（ゆめいえ）

ご家族、関係機関の方とWEBを通

じて情報共有地域包括ケアサービ
スを実現していくうえで最も重要な
地域との連携をゆめいえシステム
がご支援します。

ゆめいえにおいては基幹システムにて一元管理されている介護記録や計画書情報などをWEBを介
してご利用者、ご利用者ご家族、医療連携先などの関係機関と共有することを可能としております。

これによりまして、より透明性の高い介護サービスの提供が実現でき、また、医療機関などの関係
機関との情報共有が迅速に実施出来ることで介護サービスの質の向上を図ります。

30



訪問介護員移動賃金計算業務の効率化

31



請求・債権管理業務

各本社部門各本社部門

国民健康保険連合会

ご利用者

債権管理

システム

市区町村

事業所事業所

訪問介護

システムCTI

利用者
利用実績

市区町村請求

利用者請求

請求先マスタ

利用者実績

実績入力

参照

請求

請求

請求

国保連
支払決定通知

市区町村
入金データ

利用料
入金データ

国保連請求
利用者情報

※事業所別に利
用者別に作成

伝票自動起票

未収金一覧帳

売掛金元帳

入金

消込

※事業所別利用
者別に作成

※事業所別利用
者別に作成

事業所 請求先 月 請求額 入金額 未収額

利用者A 市区町村 8月 ¥10,000 ¥10,000 ¥0

利用者B 国保連 9月 ¥5,000 ¥4,000 ¥1,000

利用者B 利用者 9月 ¥3,000 ¥3,000 ¥0

利用者C 国保連 9月 ¥4,000 ¥3,000 ¥1,,000

介護システムで入力された実績情報を利用して、
国保連､ご利用者､市区町村の相手先別に
請求／入金処理を管理できます。
未収金が発生した後も､どなたの何月分のどちらに
対する債権なのかを把握でき､回収されるまで毎月､
請求対象者としてリストアップされます。

「国保連未収金管理」画面「債権管理」画面 「入金一覧表（国保連）」

32



サービスプロフィットチェーンの展開と
人材マネジメント

参考資料２

33
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1．戦略マップと戦略目標の関係
（バランススコアカード）

・顧客が「この人たちなら自分を大切にする」と期待する会社

・成長性が高く、かつ収益性が高い会社

確実な改善とフィードバッ
クをおこない、顧客の在
宅生活継続を実現する。

各種のビジネスシステムの
整合性を高め、標準化のレ

ベルを向上させる。

人と企業のパート
ナーシップに基づく
戦略目標の達成の

仕組みをつくる

財
務
の
視
点

財
務
の
視
点

顧
客
の
視
点

顧
客
の
視
点

業
務
プ
ロ
セ
ス

の
視
点

業
務
プ
ロ
セ
ス

の
視
点

人
材
と
変
革
の

視
点

人
材
と
変
革
の

視
点

H
ow
→

←
W
hy

H
ow
→

←
W
hy

H
ow
→

←
W
hy

H
ow
→

←
W
hy

収益性と成長性の向上

体系的な全社的
事業別OFF-JT、
OJT制度の確立

人材育
成戦略

生産性向
上戦略

顧客価値
向上戦略

財務戦略
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２．財務の視点 ～財務戦略～

戦略の背景
•他社に比較して売上原価の水準が高い。
•収益性の低い事業が問題になっていた。

•高い成長性が求められている。

戦略の背景
•他社に比較して売上原価の水準が高い。
•収益性の低い事業が問題になっていた。

•高い成長性が求められている。

戦略目標：収益性を向上させながら、高い成長性を実現する。戦略目標：収益性を向上させながら、高い成長性を実現する。

• 訪問介護を中心とした売上向上策を講じる。

• 訪問介護事業所の多店舗展開を推進する。

• 収益性の低い事業のてこ入れをし、収益寄与を高める。

• 本社費などの固定費を中心として、費用削減を進める。

• 訪問介護を中心とした売上向上策を講じる。

• 訪問介護事業所の多店舗展開を推進する。

• 収益性の低い事業のてこ入れをし、収益寄与を高める。

• 本社費などの固定費を中心として、費用削減を進める。
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３．顧客の視点 ～顧客価値向上戦略～

• 個別のサービスを管理する訪問介護計画や居宅サービス
計画にもとづくマネジメントサイクルを強化する。

• 定期訪問により獲得した利用者ニーズを確実にサービス
提供内容の改善に用いるとともに、確実に顧客、ケアマネ
ジャーにフィードバックする。この改善とフィードバック頻度

について定量測定し、目標管理の評価に結びつける。

• 半期ごとにCS調査をおこない、その値を目標管理上の評
価項目とする。CS調査結果の値を定点観測し、事業所マ

ネジメントにフィードバックすることを制度化する。

• 個別のサービスを管理する訪問介護計画や居宅サービス
計画にもとづくマネジメントサイクルを強化する。

• 定期訪問により獲得した利用者ニーズを確実にサービス
提供内容の改善に用いるとともに、確実に顧客、ケアマネ
ジャーにフィードバックする。この改善とフィードバック頻度

について定量測定し、目標管理の評価に結びつける。

• 半期ごとにCS調査をおこない、その値を目標管理上の評
価項目とする。CS調査結果の値を定点観測し、事業所マ

ネジメントにフィードバックすることを制度化する。

戦略目標：確実な改善とフィードバックをおこない、顧客の在宅生
活継続を実現する。

戦略目標：確実な改善とフィードバックをおこない、顧客の在宅生
活継続を実現する。
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３．顧客の視点 ～顧客価値向上戦略～

• ヒアリングや定期訪問により獲得した利用者のニーズを、①確実にサー
ビス提供内容の改善に用いるとともに、②確実に顧客、ケアマネジャー
に適時フィードバックする。これらの行動は③常に管理者によって進捗

状況の管理を行い実行の徹底を図る。

• ヒアリングや定期訪問により獲得した利用者のニーズを、①確実にサー
ビス提供内容の改善に用いるとともに、②確実に顧客、ケアマネジャー
に適時フィードバックする。これらの行動は③常に管理者によって進捗

状況の管理を行い実行の徹底を図る。

訪問介護
計画書の
内容審査

訪問介護
員へのヒ
アリング

再アセス
メント

マネジメン
トレビュー
（作戦会

議）

改善提案
ケアマネ

承認
協力

サービス
に反映

行動展開

利用者満
足・ケアマ

ネ満足

次回新規
受注

情報システム活用によりチーム全体で進捗管理

１．目標管理による定量評価 ２．プロセス進捗管理 ３．問題物件の把握と積極的課題解決

訪
問
介
護
事
業
部

戦略目標：確実な改善とフィードバックをおこない、顧客の在宅生
活継続を実現する。

戦略目標：確実な改善とフィードバックをおこない、顧客の在宅生
活継続を実現する。
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居宅介護支援のＰＤＣＡサイクル 具体例

P：計画

D：実行

C：評価

A：見直し

項目 居宅介護支援事業の主
要なPDCAサイクル

アセスメント、および
居宅サービス計画

の作成

居宅サービス計画に基づく
サービス選定サービススケ

ジュールの管理

モニタリング
（設計の妥当性確認）

モニタリングに基づく居宅
サービス計画の見直し

ISO9000 要求事項
のPDCAサイクル

7.3 設計開発

7.5 製造およびサービ
ス提供

8.2 監視、および測定

8.5 改善

当社においてはISO9000の要求事項のPDCAサイクルを個別援助計画
の業務プロセスに応用し標準化してます。

PDCAサイクルの考え方の応用



39

訪問介護のＰＤＣＡサイクル 具体例

P：計画

D：実行

C：評価

A：見直し

項目 訪問介護事業の主要な
PDCAサイクル

利用者ニーズの把
握、および訪問介護

計画の作成

訪問介護計画に基づく、訪
問介護サービス提供

計画的な定期訪問を行う
ことによる

サービスの妥当性確認

定期訪問による妥当性確
認に基づく訪問介護計画

の見直し

ISO9000 要求事項
のPDCAサイクル

7.3 設計開発

7.5 製造およびサービ
ス提供

8.2 監視、および測定

8.5 改善

当社においてはISO9000の要求事項のPDCAサイクルを個別援助計画
の業務プロセスに応用し標準化してます。

PDCAサイクルの考え方の応用
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４．業務プロセスの視点～生産性向上戦略～

戦略の背景

– 現在各種のビジネスシステムはそれぞれは高度に仕組まれているが統合的ではな
い。

– 新システムの導入により、事業所の定常的業務は合理性が高まった

戦略の背景

– 現在各種のビジネスシステムはそれぞれは高度に仕組まれているが統合的ではな
い。

– 新システムの導入により、事業所の定常的業務は合理性が高まった

• 顧客のニーズへの対応の精度やスピードを高めながらも、情報システ
ムを活用し、徹底した運用の標準化を推し進める。標準化は一方で継
続的改善のしくみを確実なものにする。多事業所展開を可能にする適

切なビジネスシステムを得る。

• 各種のビジネスシステムの整合性を高め、標準化のレベルを向上させ
る。これにより事業所の競争優位性を高める。

• 顧客のニーズへの対応の精度やスピードを高めながらも、情報システ
ムを活用し、徹底した運用の標準化を推し進める。標準化は一方で継
続的改善のしくみを確実なものにする。多事業所展開を可能にする適

切なビジネスシステムを得る。

• 各種のビジネスシステムの整合性を高め、標準化のレベルを向上させ
る。これにより事業所の競争優位性を高める。

戦略目標：各種のビジネスシステムの整合性を高め、標準化のレベ
ルを向上させる。

戦略目標：各種のビジネスシステムの整合性を高め、標準化のレベ
ルを向上させる。
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標準オペレーションの継続的改善

や
さ
し
い
手

パ
ッ
ケ
ー
ジ

介
護
事
業
所

各種のビジネスシステムの整合性を高め、標準化のレベルを向
上させる。これにより事業所の競争優位性を高める。

各種のビジネスシステムの整合性を高め、標準化のレベルを向
上させる。これにより事業所の競争優位性を高める。

標
準
の
遵
守

継
続
的
改
善

ＩＴシステム

予実分析・業績管理制度

高度な雇用管理ｼｽﾃﾑ

日常管理業務

サービスマネジメント

標
準
オ
ペ
レ
ー

シ
ョ
ン
最
適
化
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訪問介護
経過記録
（プロセ
スレコー
ド）

訪問介護
計画書

アセスメン
トツール

入力

訪問介護
記録書

データベース

複数のケアマネ
ジャーと複数の
サービス提供責任
者との詳細経過記

録の共有

入力 入力

ｻｰﾋﾞｽ提供
予定

ｻｰﾋﾞｽ提供
実績

サ責チーム
（計画作成責任者）

ケアマネジャー
チーム

電子カルテを活用した訪問介護

介護員と利用者がまさに一緒に生
活する短時間介護では、複数回利
用する重度要介護利用者と訪問介
護員、サービス提供責任者とケア
マネジャーには濃密な情報把握度

が求められる。

電子介護カルテ運用が
必要となる。
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在宅医療機関

計画作成責任者
訪問介護員看護師

ご利用者
家族

各職種間の情報連携が必要
ご家族への開示による連携が必要

情報システムの活用



44

詳細時系列
介護記録

在宅医療
医師によ
る指示

看護師によ
る継続的マ
ネジメント

情報統合
振り返り

介護計画
在宅生活支
援計画

訪問診療
計画

看護計画

居宅サー
ビス計画 積極的な

サービスへ
の反映

個別利用者
へのホスピ
タリティ

自立支援
のはたら
きかけ

モニタリ
ング

P D C A

■個別に、P：計画、
D：実行、C：評価、
A：改善を繰り返す。
■個別のサービスの
向上を積極的に取

り組む。
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個別の担当利用者情報
バイタル情報

申し送り・要対応（留意点）情報
クレーム等過去履歴

サービス提供予定の閲覧
介護記録の入力

申し送り要対応指示機能

サービス就労前日メール
雇用契約更新
身分証発行機能

在宅医療の情報
訪問看護の情報
薬剤情報

ケアマネジャーからの情報

訪問介護員向け情報ツール「もばイルカ」

他の担当訪問介護員の介護記録
の閲覧

留意点会議の受講管理
更新時研修受講管理
健康診断の受診管理

自動化による管理



8時

9時

10時

11時

自動シミュレーション

自動コーディネート

サービス提供予定と訪問介護員就労の自動生成
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５．１．人材と変革の視点
～人材育成戦略～

各種の戦略目標の達成のために、人と企業のパートナーシップに基づき、下
記の人材マネジメント施策を実施する。

①目標管理にもとづく戦略貢献の評価による目標達成の支援の仕組み
作り、セルフマネジメント能力の向上を進める。

②エンプロイアビリティー（人材価値）の向上をねらいとした人事ローテー
ションや選抜教育制度に基づくリーダー人材の育成

③納得性の高い評価・処遇制度への改善とフィードバックによる従業員支
援

④キャリア開発支援の制度の開発と社内管理者のコーチング・メンタリン
グ能力の開発、タイムマネジメント教育体制の向上による就労環境の
向上

各種の戦略目標の達成のために、人と企業のパートナーシップに基づき、下
記の人材マネジメント施策を実施する。

①目標管理にもとづく戦略貢献の評価による目標達成の支援の仕組み
作り、セルフマネジメント能力の向上を進める。

②エンプロイアビリティー（人材価値）の向上をねらいとした人事ローテー
ションや選抜教育制度に基づくリーダー人材の育成

③納得性の高い評価・処遇制度への改善とフィードバックによる従業員支
援

④キャリア開発支援の制度の開発と社内管理者のコーチング・メンタリン
グ能力の開発、タイムマネジメント教育体制の向上による就労環境の
向上

戦略目標１：人と企業のパートナーシップに基づく戦略目標の達成
の仕組みをつくる

戦略目標１：人と企業のパートナーシップに基づく戦略目標の達成
の仕組みをつくる
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人材マネジメントのデリバラブル

人材マネジメント
の提供する価値
（デリバラブル）

と活動

人材マネジメント
の提供する価値
（デリバラブル）

と活動

企業の視点企業の視点

人の視点人の視点

短期短期

長期長期

短期短期

長期長期

成果としての戦略
達成への貢献を高める

成果としての戦略
達成への貢献を高める

戦略的に考えることが
できるリーダーを供給する

戦略的に考えることが
できるリーダーを供給する

公平で情報開示に基づい
た評価と処遇を提供する
公平で情報開示に基づい
た評価と処遇を提供する

人材が価値を高め、その
なかで、働きがいと働きや

すさを獲得する

人材が価値を高め、その
なかで、働きがいと働きや

すさを獲得する

戦略目標と一人一人の貢
献を適合する仕組み

戦略目標と一人一人の貢
献を適合する仕組み

キャリアと経験を通じた
選抜育成

キャリアと経験を通じた
選抜育成

フィードバックと従業員
支援

フィードバックと従業員
支援

キャリア開発支援キャリア開発支援

全社員の定期個別面談

目標管理シートの運用によるパ
フォーマンスマネジメント

全社員の定期個別面談

目標管理シートの運用によるパ
フォーマンスマネジメント

人材価値向上を目的とした人
事ローテーションの継続

業績・役割評価上位者への早
期選抜研修

人材価値向上を目的とした人
事ローテーションの継続

業績・役割評価上位者への早
期選抜研修

全社員の取得得点の開示

従業員支援のための適時の
フィードバック

目標管理運用技術研修の徹底
賞与算定基準の開示の推進

全社員の取得得点の開示

従業員支援のための適時の
フィードバック

目標管理運用技術研修の徹底
賞与算定基準の開示の推進

長期のキャリアプランによるエ
ンプロイアビリティの向上支援

メンター制度
コーチング技能研修の発足

長期のキャリアプランによるエ
ンプロイアビリティの向上支援

メンター制度
コーチング技能研修の発足

人と企業のパートナーシップに基づく戦略目標の達成の仕組みをつくる
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目標管理にもとづく戦略貢献の評価による目標達成の支援の
仕組み作り、セルフマネジメント能力の向上を進める。

目標達成プロセスを支援
する。

貢献を評価する

育成する

戦略を決定する

処遇を決定する次の職種やキャリアステー
ジについて意思決定する

戦略から導かれた貢献の
期待を明確化する

方針展開と目標管理による
パフォーマンス・マネージメント

期待貢献とコンピテンシー
に関する目標を設定する達成への行動

戦
略

展
開

○業績成果を上げることができる人材にな
ることが人材価値向上になる。（組織と人

材の目標のすり合わせ）

○人材マネジメント＝パ
フォーマンスマネジメント

（成果主義の活用）
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エンプロイアビリティの向上をねらいとした人事ローテーションや
選抜教育制度に基づくリーダー人材の育成

サービス提供責任者リー
ダー候補者研修

地域マネジャー候補者研修

地域マネジャーリーダー候
補者研修

地域統括部責任者候補者
研修

サービス提供責任者

サービス提供責任者リー
ダー

地域マネジャー

上級地域マネジャー

別事業セグメントＭ

ケアマネジャーリーダー

本社部署責任者補佐

別事業セグメント課長本社部署責任者

ケアマネジャー

エンプロイアビリティの向上をね
らいとした人事ローテーション

エンプロイアビリティ＝人材の価値



エンプロイアビリティの向上を目的とした
従業員支援と業績の拡大

• エンプロイアビリティ（人材価値）の拡大と業績直結
能力の拡大による企業の視点と人の視点の統合

• 51

人の視点企業の視点

統合

• 人材価値の向上と業績直結能
力の向上を統合することにより、
企業の利害と個人の利害を一
致させる。

• 業績直結能力拡大ために、そ
の人主体の従業員支援を行う
ことにより、成果につなげる。

• 従業員は成果実現による自信
を獲得する。

• 好循環を獲得する。

• 成果実現の能力が向上すると
ともに、企業業績が向上する。
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納得性の高い評価・処遇制度への改善と
フィードバックによる従業員支援

職務給制度と目標管理制度職務給制度と目標管理制度

評価制度 制度の内容 対象

成績（業績）評価 職務基準に基づく評価

目標管理制度の導入

ポイントに基づく算定

賞与

職務・役割基準による評価 役職・職務の難易度を評価し支給 月例給与

評価制度 制度の内容 対象

成績（業績）評価 一般的成績考課基準に基づく評価

業績に基づくポジショニング評価

賞与

職能評価 役職・職務の職能等級を評価し支給 月例給与

一般的成績考課、職能等級制度一般的成績考課、職能等級制度

一般的成績考課、職能等級制度から、職務役割基準に基づく評価と、目標管理制度による評価の制度体
系へ移行し、評価処遇の納得性の向上を図る。

一般的成績考課、職能等級制度から、職務役割基準に基づく評価と、目標管理制度による評価の制度体
系へ移行し、評価処遇の納得性の向上を図る。



職務役割基準マニュアルと職務役割基準書

53
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キャリア開発支援の制度の開発と
社内管理者のコーチング・メンタリング能力の開発

１．自分が何が得意で、何ができるのか（コアコンピタンス）

２．自分は何がしたいのか（ドメイン）

３．自分は何をするべきなのか（理念・価値観）

１．自分が何が得意で、何ができるのか（コアコンピタンス）

２．自分は何がしたいのか（ドメイン）

３．自分は何をするべきなのか（理念・価値観）

従業員個人のキャリアについての意識の形成従業員個人のキャリアについての意識の形成

上司やメンターによるコーチング・メンタリング上司やメンターによるコーチング・メンタリング

会社による個別メンターの設定

管理者向けコーチング・メンタリング能力開発プログラム

会社による個別メンターの設定

管理者向けコーチング・メンタリング能力開発プログラム

個人の主体的なキャリア開発の実現個人の主体的なキャリア開発の実現
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在宅介護事業従事者のキャリアパス

サービス提供責任者

サービスプ提供責任者
リーダー

ラインマネジャー

統括ラインマネジャー

地域統括部責任者

セグメント経営責任者

サービス提供責任者業務

サービス提供責任者グループのリーダー

サービスプロセス管理者の取りまとめ

地域管理単位の統括

地域統括部の責任者

事業セグメントの経営責任者

非常勤介護員登用
スクリーニング

○働きながら資格を取得し、社内の人材育成システムにより学歴・経歴や取得資格に遮られることな
くキャリアアップが可能なシステムになっている。（医療業界では考えられない環境にある。）

○介護従事者のキャリアパスの実際は、各部門間のローテーションを行いながら、キャリアアップが
進む。環境変化が早い当業界においては、垂直的なキャリアアップは人材価値向上・環境柔軟性・
多様性の受容という点で本人にとっても長期的不利益を提供してしまう。
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人材と変革の視点
～人材育成戦略～

•人材マネジメント

– 人材マネジメント情報システム活用し、採用・育成・評価・処遇の機能を
統合し、全社各サービスライン、各階層ごとににおいて実行される、Oｆｆ
－JT、OJTの体系化をすすめ、人材育成制度の充実を図る

•目標管理制度の運用による目標設定と達成支援

•事業別階層別OJT制度の確立

•OFF-JT制度とOJT制度の連動

•非常勤向け人材マネジメント施策の確立

•人材マネジメント

– 人材マネジメント情報システム活用し、採用・育成・評価・処遇の機能を
統合し、全社各サービスライン、各階層ごとににおいて実行される、Oｆｆ
－JT、OJTの体系化をすすめ、人材育成制度の充実を図る

•目標管理制度の運用による目標設定と達成支援

•事業別階層別OJT制度の確立

•OFF-JT制度とOJT制度の連動

•非常勤向け人材マネジメント施策の確立

戦略の背景

– 個別の人材マネジメントのための情報システムインフラの整備

– 人材の採用・育成・評価・処遇の施策の整合性が重要性

戦略の背景

– 個別の人材マネジメントのための情報システムインフラの整備

– 人材の採用・育成・評価・処遇の施策の整合性が重要性

戦略目標：体系的な全社的事業別OFF-JT、OJT制度の動的な連携戦略目標：体系的な全社的事業別OFF-JT、OJT制度の動的な連携
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体系的な全社的・事業別OFF－JTの確立

各事業
本部
各事業
本部

教育担
当部署
教育担
当部署

人事部人事部

事業別専門教育事業別専門教育

選抜育成制度
階層別教育
選抜育成制度
階層別教育

訪問介護事業部訪問介護事業部

事業別専門教育事業別専門教育

選抜育成制度
階層別教育
選抜育成制度
階層別教育

住環境事業本部住環境事業本部

事業別専門教育事業別専門教育

選抜育成制度
階層別教育
選抜育成制度
階層別教育

居宅介護支援事業部居宅介護支援事業部

事業別専門教育事業別専門教育

選抜育成制度
階層別教育
選抜育成制度
階層別教育

通所入浴事業部通所入浴事業部

一般的なマネジメント教育・リーダーシップ教育一般的なマネジメント教育・リーダーシップ教育

基礎的人材育成プログラムの提供基礎的人材育成プログラムの提供

各プログラムの体系と全社整合性の確保各プログラムの体系と全社整合性の確保

○各事業部では、事業別の専門教育が主体的に行われる。現場に即した業績に直結しやすいテーマの
教育研修が行われている。人事部では全社共通の教育訓練を提供する。
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事業所内OJTの制度化と目標管理制度との連動

財
務
の

視
点

顧
客
の

視
点

業
務
プ
ロ
セ

ス
の
視
点

人
材
と
変

革
の
視
点

個
人

目
標

目標管理シート

職務役割基準

職務能力と職務基準書の突合評価

職務能力の課題を抽出

課題解決にプライオリティをつける

上位課題の解決目標を設定

具体的行動計画を策定

定期個別面談で達成支援

• 訪問介護計画作成指導能力
の向上

• 研修講師ができるようになる。

• マーケティング能力の向上

行動成果
職務能力

突合
課題
設定

○現グレードの職務基準書に記載されている
職務役割基準と自らの行動成果と職務能力
を照らし合わせて、課題を見つけ出し、プラ
イオリティの高いものを次期達成すべき目標

として位置付ける。
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目標設定と達成支援の学習効果が高い

OFF－JT
（集合研修）

OJT
（現場実習）

目標設定と
達成支援

学習の成果・組織業績

研
修

場
の
設
定

○人材の学習の効果は目標設定と達成支援などの場の設定をおこない、自由度が高くや主体性が求められ
る環境における行動をともなうことにより学習の効果が高まる。それはいわゆる研修よりも効果が高い。

自由度や
主体性が
高い！
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経営ビジョン

組織構造

業務フロー

目標設定

計画の実行

目標達成の評価

職務役割基準による評価

課題の把握

次期目標の設定

年次学習目標の設定

四半期学習目標の設定

次期目標の設定

方針展開

職務役割
基準

個別研修プログラム

研修カリキュラム

月例給への反映

賞与への反映

人事考課

人事考課

職務役割評価制度による人事考課プロセス

目標管理制度による人事考課プロセス

人材開発システム

人材フローへの反映

キャリアビジョンの設定

個別の学習支援

人材フローシステム

経営ビジョン～人材マネジメントへの展開
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参考資料３会社概要
「Aging in Place」への実現のために
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アセスメントと個別援助計画

私たちは、常にお客様一人ひとりの想いの実現に向けたサービスを創造します。

アセスメントと個別援助計画

私たちは、常にお客様一人ひとりの想いの実現に向けたサービスを創造します。

社会的責任

私たちは、法を守り、地域社会に貢献します。

社会的責任

私たちは、法を守り、地域社会に貢献します。

安らかな生活

私たちは、お客様の豊かで穏やかな生活を望みます。

安らかな生活

私たちは、お客様の豊かで穏やかな生活を望みます。

相互の尊重

私たちは、常にチームへの感謝と思いやりの気持ちを大切にします。

相互の尊重

私たちは、常にチームへの感謝と思いやりの気持ちを大切にします。

お客様優先

私たちは、お客様を最優先に考え迅速に行動します。

お客様優先

私たちは、お客様を最優先に考え迅速に行動します。

株式会社やさしい手のクレド
「Aging In Place」実現のための行動規範



在宅生活継続のための「やさしい手」
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平成２７年４月３０日現在

（１）在宅介護 （ ）内は店舗数

訪問介護（直営） （４４） 利用者 １２，７７７名

訪問介護（フランチャイズ） （６１） 利用者 ６，８４０名

２４時間巡回訪問介護 （１９） 利用者 １，８９２ 名

居宅介護支援（直営） （３９） 利用者 ６，５２６名

居宅介護支援（フランチャイズ） （２４） 利用者 ２，０２６名

訪問入浴介護 （５） 利用者 ３４５名
訪問入浴介護（フランチャイズ） （１） 利用者 ６０名

通所介護（直営） （２１） 利用者 １，４９４名

通所介護（フランチャイズ） （１４） 利用者 ８９８名

福祉用具貸与販売 （３） 利用者 ４，６００名
住宅改修 （１） 利用者 ８８名

包括支援センター受託 （５） 利用者 １，１０６名

短期入所生活介護 （２） 利用者 ３８０名

訪問看護（直営） （１） 利用者 ４２名

（２）サービス付き高齢者向け住宅運営事業

直営 （１６）利用者 ７２０名

フランチャイズ（２５）利用者 ６６８名

（３）その他

有料職業紹介事業 １，４３５件

一般労働者派遣事業 ７８件

訪問介護員養成講座 （７）


